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４月臨時会と６月定例会で可決されたコロナ
対策補正予算の概要は下記のとおりです。

新型コロナウイルス対応予算総額
１１６５億円

相談窓口・検査体制の強・・・・・１４億円
マスク・消毒液等の確保・・・・・・１５億円
社会福祉施設等の感染拡大
防止対策・・・・・・・・・・・・・・・・・６７億円
高度医療提供のための
施設整備支援・・・・・・・・・・・・・８４億円
医療機関や薬局の感染
防止対策・・・・・・・・・・・・・・・・・８８億円
医療機関勤務職員への
慰労金の給付・・・・・・・・・・・・・８６億円
感染症拡大防止協力支援金・・９３億円
実質無利子・無担保の
資金繰り支援・・・・・・・・・・・・４２５億円
観光誘客の促進・・・・・・・・・・・・３０億円
生活維持のための緊急貸付・・・２５億円

広島県議会は、県が取り組もうとする新型コロナウイルス対策に関する予算案ついて

柔軟かつ迅速に対応するため、４月臨時会を４月３０日から６月１８日までの日程で開催

しました。４月３０日、５月１、２２、２８、２９日に本会議を開いて質疑を行い、県から提出さ

れた補正予算案（３回の合計で約４５３億円）が可決成立しました。ふくち基弘は５月２２

日の本会議で質疑を行いました。さらに６月２２日から３０日まで６月定例会を開き、総額

７２３億円の補正予算案等について審議が行われて可決成立しました。ふくち基弘が所

属する会派、民主県政会からは、瀧本実議員（佐伯区・３期）が一般質問を行いました。

ふくち基弘の質疑の内容は以下の通りです。（質疑の詳細は広島県議会のHPをご覧ください）

１．観光・飲食関連事業者等支援事業について

（質問） 県内在住者が県内の観光施設や旅館・ホテル、飲食店、移動する際の電車やバス・タクシーなどで利用できる

割引券を発行する等により、県民に県内完結型の観光を促し関連産業を活性化させる必要があるのではないか。

（答弁） 県民や観光客の新たなニーズを的確に把握し、観光プロダクト開発などについて、市町や交通・宿泊・飲食事業

者等の観光関連事業者と連携して取り組む。その際には、主に県民を対象とした県内各地への周遊促進に取り組むとと

もに、段階的に誘客エリアを広げていくための取組をあわせて進めていくことで、本県観光関連産業の活性化を図る。

２．ＩＣＴ等を活用した学習機会の確保について

（質問） 第２波第３波に備えて全ての公立学校でオンライン学習が行えるよう整備を進める必要があると思うが、どのよ

うに進めていこうと考えているのか。

（答弁） 市町立学校を含む県内全ての公立学校において、ＩＣＴを活用した学習支援が進むよう、各市町教育委員会に対

し、県立学校の取組を紹介しながら、学習用クラウドサービスの活用を働きかける。

４月臨時会で質疑を行う様子
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国や県、市の新型コロナウイルス感染症への対応に関して、ご意見やご要望等
があればお書きください。

ご意見・ご質問などございましたら、ご自由にお書きください。

旧広島陸軍被服支廠の保存に
関するアンケート結果について

前回の県政だよりで旧陸軍被服支廠の

保存についてアンケートさせて頂きまし

た。その結果についてご報告いたします。

3棟全棟を保存すべき・・・・２６ （３４．２％）

1棟保存、2棟を解体 ・・・・２７ （３５．５％）

2棟を保存、1棟解体 ・・・・・ ６ （７．９％）

3棟すべて解体すべき・・・・１２ （１５．８％）

その他・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ （６．６％）

新型コロナウィルス感染症への対応か

ら、県のみならず国・広島市の財政も厳

しさを増しており、状況変化も踏まえつ

つ、皆様のご意見を今後の議論の参考

とさせて頂きます。ご協力ありがとうござ

いました。

新型コロナウィルス感染症に伴う各種支援をまとめました。

すべての方 特別定額給付金 １人あたり１０万円
相談ダイヤル

0120－260－020

子育て世帯の方々
子育て世帯への

臨時特別給付金

子ども１人あたり１万円

申請不要・児童手当に上乗せ
各市区町の窓口

ひとり親世帯の方々

児童扶養手当受給世帯

ひとり親世帯への

臨時特別給付金

１世帯あたり５万円、

第２子以降＋３万円、収入源で＋５万円
各市区町の窓口

休業期間中に

賃金が支払われない
休業支援金

中小企業で働く従業員に対し

月額最大３３万円支給
準備中（7/7現在）

休業による収入源で

住居を失うおそれ
住居確保給付金

原則３か月、最長９か月

家賃相当額を支援
くらしサポートセンター等

アルバイト収入源で

学業継続が厳しい
学生支援緊急給付金

大学・短大・高専・専門学校生

等１人あたり

２０万円（住民税非課税世帯）

各大学等の学生課窓口

貸付 収入減で生活が苦しい
緊急小口資金・

総合支援資金

最大８０万円（二人以上世帯）

最大６５万円（単身世帯）
市区町の社会福祉協議会

猶予

減免
収入減等で払えない

保険料等の減免、

納税猶予、

公共料金の支払猶予

国民健康保険料、介護保険料等

を減免、税金、電気、ガス等

公共料金の支払いを猶予

各種支払先

売り上げが半分以下で

事業の継続が厳しい
持続化給付金

中小法人等 最大２００万円

個人事業者等 最大１００万円

持続化給付金コールセンター

0120－115－570

家賃の支払いが苦しい 家賃支援給付金
中小企業等 最大６００万円

個人事業者等 最大３００万円

家賃支援給付金コールセンター

0120－653－930

雇用を維持できない 雇用調整助成金
雇用を維持する中小企業は

一律１０割助成等
労働局やハローワーク

事業再開に向けた

投資をしたい
持続化補助金

小規模事業者に

最大１５０万円を補助等

お近くの商工会

または商工会議所

貸付
売上減で

資金繰りが厳しい

実質無利子・

無担保融資

３年間無利子、

最長５年間元本据置
各種金融機関

猶予

減免
売上減で払えない

国税等や社会保険料の

納付猶予、

固定資産等の減免

売上が一定程度減少の場合、

猶予や減免
各種支払先等
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